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１． 目 的 

大規模災害の発生（以下、「発災」という。）時、行政機能が低下する中にあっても、

市は災害応急対策（被災者支援対策）を行うために外部からの支援を受け入れ、人

的・物的不足を補完する必要がある。【下図参照】 

『受援計画』とは、他の地方公共団体や民間企業、ＮＰＯをはじめとするボランティ

アなど、各種団体から提供される人的支援・物資資源などを円滑に受け入れ、早急

な応急対策・復旧復興に繋げることを目的とし、支援の受入手順や役割分担など、

受援に必要な体制を整備する計画である。 

 
図 1. 発災時の各業務発生状況タイムライン 

※参考／地⽅公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（平成29年３月  内閣府（防災担当））  

 

２． 受援計画の取扱範囲 

本計画は、災害発生から想定される応援・派遣の形態のうち、『初動期』、『応急

期』、『復旧期・復興期』における受援を対象範囲とする。 

 

各局面 目安となる期間 期間中の状態 行動指針 

初動期 災害発生当日 － いのちを守る 

応急期 
３日間 いのちの危険度が高い 

被害の拡大を防止 
３日目～１週間 避難生活の本格化 

復旧期 １週間～１か月 仮住まいへの移行期 
財産と環境の保全 

復興期 １か月以降 － 

※参考／地⽅公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（平成 29 年３月  内閣府（防災担当））から抜粋  
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  ■初動期 『いのちを守る』 

発災直後は、被災の全体状況が把握できないことが通常であり、救助・救命を

待っている被災者の存在が想定される段階である。安否確認を実施し、行方不明

者の把握が最も優先度の高い業務であり、生命を守るための専門性の高い応援が

求められ、この段階では、一般職員の応援・受援には慎重な姿勢が求められる。 

しかし、被災地は「生命の危険が高い」エリアばかりではなく、生命に直接的な危

険はないものの、避難所や在宅で人的物的支援のない中で避難生活を送っている

人が同時に存在することも少なくない。また、「生命の危険の高い」エリアも数日経

たないうちに応急期に移行していく。 

被災自治体としては、できうる限りの「被災状況の発信」が求められる。 

 

  ■応急期 『被害の拡大を防止』 

直ちに「生命の危険がある」時期を過ぎたものの、適切な対策を取らなければ、

被害が拡大する危険がある状態である。地震災害であれば「余震が続く」、水害・土

砂災害であれば「水位が下がらない、土砂の状況が落ちつかない」等、二次災害の

防止に対し、注力すべき段階である。一方、避難者が増え、避難生活への支援が求

められる。 

   被災自治体には、受援班が把握・とりまとめた被災者の支援ニーズの発信が求

められる。また、県においては受援本部を立ち上げ、被災自治体の受援班から集め

たニーズを把握・とりまとめ、関係機関に発信する。 

 

  ■復旧・復興期 『財産と環境の保全』 

   生命の危険は去り、復興に向けての活動期における段階となり、避難所業務は

ある程度恒常化され、安定継続が求められる。また、被災者の生活再建を支える

ための業務支援も必要であり、災害対策基本法に基づく住家被害認定調査や罹

災証明書の交付にも応援者の力を借りることができる。 
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３． 受援計画の発動 

 3-1.発動要件 

発災に伴い、奄美市地域防災計画に規定する災害対策本部体制を「第３配備」

とする以下の基準のとき、本計画の発動要件を満たす。 

種 別 第３配備基準 

一般災害 
特に甚大な被害が発生し、又は発生するおそれがあり、全職員の配

備を必要とする場合で、本部長が必要と認めるとき 

地震災害 
(1) 市内に震度６強以上の地震が発生したとき 

(2) 市内に震度６弱以下の地震若しくは津波が発生し、全地域にわ

たり甚大な被害が発生又は発生するおそれのある場合で、本部

長が必要と認めるとき 
津波災害 

※参考／奄美市地域防災計画から抜粋  

 

 3-2.発動期間 

   発動期間は「発生後１か月」を基本とする。ただし、必要に応じて受援班は継続

する場合がある。 

 

４． 『受援班』 

 4-1.受援班の設置 

奄美市災害対策本部長（以下、「本部長」という。）は、大規模災害時に伴って

『第３配備』を布いた場合、他の地方公共団体や民間企業、ボランティアなどの外

部からの応援の受入れが必要と認めるときは、災害対策本部の総務対策部に『受

援班』を設置する。 

 

図2． 災害対策本部の一班として位置づけイメージ 

※参考／地⽅公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（平成29年３月  内閣府（防災担当））  
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 4-2.受援班の組織体制 

  (1)総務対策部に受援班を設置し、『班長』に企画調整課長を充てる。 

  (2)班内に 『人的支援調整担当』を設置し企画調整課企画調整係長を充て、併

せて『業務資源調整担当』を設置し財政課財産管理係長を充てる。 

  (3)班長は、必要に応じて総務対策部長と協議し、他班から追加の班員を指名す

る。 

 

 4-3.受援班の役割と担当業務 

   受援班には、応援の受入調整のため「災害対策本部の各対策部（以下、「各対策

部」という。）の受援窓口と調整する」ことをはじめ、人的・物的資源の応援必要性

を把握し、また、応援の受入状況に応じ、今後調達すべき資源を見積り、整理する

などの役割がある。 

受援に関する主な構成・役割は次のとおりとする。 

構 成 役 割 

班長【企画調整課長】 

 

人的支援調整担当 

【企画調整係長】 

 

業務資源調整担当 

【財産管理係長】 

 

＋追加班員（班長指名） 

１ 受援に関する全体のとりまとめ・調達・管理・共有 

・庁内の人的・物的ニーズをとりまとめ、資源不足状況の整理 

・今後求められる業務内容を検討し、必要となる資源の見積も

り、応援を要請 

・庁内の人的・物的応援受入状況をとりまとめ、『受援管理帳』

を作成し、資源管理を実施 

・とりまとめた結果を、各対策部受援窓口（※後記）に共有 

２ 庁内調整 

・必要に応じて庁議を開催・運営（各対策部受援窓口の参加） 

３ 応援職員等への支援 

・他自治体等からの応援職員（以下、「応援職員等」という。）

の待機場所、定例ミーティングを開催できる環境の提供 

 

 
図3. 応援の受入れ手順概要 

※参考／地⽅公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（平成29年３月  内閣府（防災担当））  
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５． 各対策部『受援窓口』・各班『受援担当』 

各対策部に受援を調整する窓口（以下、「受援窓口」という。主に各部の計画調整

担当を充てる）、各班に受援担当を置く。受援窓口及び受援担当は、各組織内の業

務における人的・物的資源ニーズを把握するとともに、受入状況を整理し、受援班と

連絡調整する。また、他自治体等の応援側の担当者と受入れや役割分担について、

連携して調整する。 

構 成 役 割 

（各対策部） 

受援窓口【※主に各部計画

調整担当】 

 

（各班） 

受援担当 

１ 各対策部（各班）の受援に関するとりまとめ・調達・管理・

共有 

・対策部（班）内の人的・物的ニーズをとりまとめ、資源不足

状況の整理 

・今後求められる業務内容を検討し、必要となる資源の見積

り、調達・応援要請 

・本市職員と応援職員等との業務分担との明確化 

・とりまとめた結果を、受援班に報告 

２ 庁内調整※受援窓口のみ 

・受援班が開催する庁議への参加 

３ 応援職員等への支援 

・応援職員等が従事する業務に必要な場所・待機場所・資機

材等の執務環境を準備するよう努める 

 

 
図 4. 受援に関する庁内連携イメージ 

 

６． 応援環境の整備 

応援職員等への支援として、業務に必要な場所・待機場所・資機材等の執務環境

を準備するよう努めなければならない。 

受援班は各受援窓口・受援担当と協力し、応援職員の待機場所、応援職員による

定例ミーティングの開催ができる環境を提供する（場・環境の確保については、場合

によって困難な状況も想定されるが、可能な限り検討していく）。 
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項 目 環境整備の内容 

スペースの確保 
応援側の現地本部として執務できるスペースや、活動拠点における

作業スペース、待機・休憩スペースを可能な限り提供する 

資機材等の提供 
執務を行う上で必要な文具や、活動を行う上で必要な資機材を可能

な範囲で提供する 

執務環境の整備 
執務できる環境として、机、椅子、電話、インターネット回線等を可能

な範囲で用意する 

宿泊場所に関する 

あっせん等 

応援職員等の宿泊場所の確保については、基本的に応援側での対応

とする。ただし、必要に応じて、市内の宿泊事業所の紹介や、宿泊可

能な本市公共施設等の提供を検討する 

※参考／地⽅公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（平成29年３月  内閣府（防災担当））から抜粋  

７． 人的支援の受入れ 

7-1.基本的な考え方 

大規模災害時、非常時優先業務のうち人的資源が不足する業務（膨大な業務・

専門的な業務）に、早期に応援職員を受け入れ、効果的・効率的に配置することに

より業務継続を確保する。 

 

（1）“空振りを恐れない”迅速な応援要請 

被害の全貌が明らかでなく、受援の具体的範囲や内容が定まっていない場合

でも、被害の拡大を防ぎ、市民の生命と財産を守るため、躊躇することなく早期

に応援要請を行う。 

 

（2）応援職員等との役割の明確化 

応援を受ける業務は、受援側の責任において実施すべき業務であり、応援職

員等に大部分又は全てを委ねる事態にならないよう役割分担を明確化する。 

 

（3）中長期的視点に立った継続性のある行政運営の確保 

応援職員等による人的資源の強化により、適切な職員配置、ローテーション勤

務を構築するなど、職員の健康管理（メンタルヘルスを含む）に配慮することで、

中長期視点に立った継続性のある行政運営を確保する。 

 

 7-2.様々な枠組みによる人的支援 

発災直後から国、被災地以外の地方公共団体、民間企業、ボランティアなどの

各種団体が被災地に入り、人的支援が実施される。その規模は被害規模に比例し

て大きくなり、また、形態は災害対策基本法に基づく応援の要求や災害時相互応

援協定等に基づく応援要請のほか、要求や要請に基づかない自主的な応援など

様々な枠組みで行われる。 
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 枠組み 応援を促進する協定等 

市町村 
市町村間相互の応援協定（県市長会、九州市長会含む） 

民間企業等との応援協定 

都道府県 

県内市町村相互応援協定 

都道府県間相互の応援協定 

民間企業等との応援協定 

全国自治体間 

全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定（全国

知事会の調整） 

全国市長会・全国町村会の調整 

指定都市市長会の調整 

指定行政機関 

・指定公共機関等 

国等による定型化された応援 

【消防庁】緊急消防援助隊 

【警察庁】警察災害派遣隊 

【自衛隊】災害派遣部隊 

【国交省】緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE） 

【厚労省】救護班・災害派遣医療チーム（DMAT） 

【厚労省】災害派遣精神医療チーム（DPAT） 

【環境省】災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）など 

その他 協定に依らない自主的な応援 

※参考／地⽅公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（平成29年３月  内閣府（防災担当）） 

 

 7-3.応援要請と環境整備 

応援側が迅速かつ効果的に活動するためには、受援側からの情報提供が欠かせ

ない。受援班は総務対策部本部連絡班（以下、「本部連絡班」という。）と連携し、

情報を集約して関係自治体等に発信するとともに、各先遣隊に提供する。 

各対策部において応援を受け入れた場合は、初めに受援窓口を中心として可能

な限り応援職員等とオリエンテーションを開催し、活動する内容や意義を共有す

る。また、支援活動の実施にあたっては、会議、ミーティング、引継ぎ等を重要視す

ることによって、必要な情報収集、情報共有体制を確立する。 

(1)応援要請 

     ①災害時対応に関する協定等を締結している場合 

      担当間において調整を図り、応援要請状況を受援班に報告する。 

     ②協定に基づかない場合 

      各対策部等において応援が必要と判断した場合、「応援要請書」を作成し、

受援班に提出する。 

③応援要請前に自主的に応援に来た場合や、先遣隊が情報収集に来た場合 

受援班で対応し、必要とされる各対策部への派遣や情報提供等の調整を

行う。各対策部は、それぞれの受援状況を受援班に報告する。 
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(2)指揮調整と裁量権 

  ①指揮調整 

応援職員等がスムーズに活動ができるよう、明確な指示を行うために受援

側（各対策部内の各班）に指揮系統を確立する。 

さらに、責任者（各班長）や各班の受援窓口が不在・休息に備えて次位の者

を定め、受援に関する調整、応援職員等に対する指示を明確にする。 

②受援窓口及び応援職員等における現場での裁量権 

活動現場においては、責任者（各班長）の指示により活動することを原則と

する。ただし、緊急性、公平性、公正性の判断を前提として、「現場重視の

原則」に鑑み、必要に応じて現場での裁量権を認めるが、速やかに責任者

へ報告するものとする。 

 

   (3)現場対応環境 

①活動環境 

・情報、資機材、活動体制作り 

応援職員等が土地勘なく業務に不慣れであっても対応できるよう、地図

や資料、資機材、マニュアルなどを活用して活動体制を整えるとともに、

本市職員とセットで活動する体制作りを行う。 

・施設の被災状況の確認 

応援職員等を受け入れる本市公共施設の被災状況について、各対策部

で初動調査を行い、受援班と共有する。 

・燃料 

発災時の初動対応を行うための最低限の自家用設備を確保し、応援部

隊を含めた緊急車両についての燃料補給体制を整備する。 

②生活環境 

先遣隊や応援職員等の自己完結を原則とするが、それが不可能な場合は 

以下のとおりとする。 

・食料、飲料水 

必要最低限の食料及び飲料水は、応援を要請した各対策部において準

備する。 

・宿舎、野営地 

必要最低限の待機場所は、応援を要請した担当部において準備する。な

お、宿舎として本市公共施設を提供するとした場合、全ての提供可能施

設を受援班で一元管理し、必要とする担当課に割り振ることとする。た

だし、被災状況や応援部隊の規模等により本市での確保が困難な場合

は、近隣自治体及び県に依頼して確保することも検討する。 

 

（４）応援部隊への携行要請 

災害規模及び被災状況等により応援部隊への物資等の提供が困難であると

判断された場合には、応援部隊に対して相当日数の物資等の携行を要請する。 
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携行要請の品目例 

・食料  ・飲料水  ・寝袋、毛布等  ・携帯電話、無線、トランシーバー等の通信機器 

・パソコン  ・防寒着、トイレパック等  ・個人装備品（ライト、ヘルメット、雨具、マスク、

手袋等）  ・発電機等  ・デジタルカメラ  ・車両等の移動手段及び非常用燃料 

 

 7-4.費用負担 

   協定に基づく応援の場合、応援職員の旅費、応援物資の購入費、車両等の燃料

費、機械器具類の輸送費等は、概ね被災地方公共団体が負担することとされてい

る。協定に基づかない自主的な応援の場合、応援に要する費用をそれぞれの応援

側の地方公共団体に依頼する。 

応援職員が、業務従事中に負傷、疾病又は死亡した場合における公務災害補償

に要する費用や、業務上第三者に損害を与えた場合などの費用は、被災地方公共

団体が負担するが、その損害が被災地方公共団体への往復の途中に生じたもの

は、応援側の地方公共団体がその損害を賠償する。 

なお、災害救助法が適用されると、これからの費用は鹿児島県が支弁する。 

応援・受援業務 要員 救助法対象経費 

災害対策本部支援 災害対策本部支援要員 

※対象外 

対象経費は、原則として被災者の応援救

助に直接対応した職員のみが対象 

避難所運営 避難所運営要員 

・応援職員の場合、職員の時間外勤務手

当及び出張旅費 

・仮設トイレの汲取りや警備等の会計年

度任用職員の雇上経費 

物資集積拠点運営 物資集積拠点運営要員 

・応援職員の場合、職員の時間外勤務手

当及び出張旅費 

※災害救助法の救援物資外（化粧品等）

の仕分け等の業務は、対象外 

給水 給水車の派遣 

・応援職員の場合、職員の時間外勤務手

当及び出張旅費 

・車両の燃料代、高速代 

※給水車の水については、原則対象外 

健康・保健 保健師等の派遣 
・応援職員の場合、職員の時間外勤務手

当及び出張旅費 

被災者の生活支援 
住家被害認定、罹災証

明書交付業務要員 
※対象外 

災害廃棄物処理 ごみ収集車の派遣 

※対象外 

災害救助法に基づく応急救助ではない

ため 

※参考／災害救助事務取扱要領等を参考 

※上記のほか、被害を受けた地方公共団体等への応援等に要した経費（災害時相互応援協定に基づく応

援）、災害対応に係る職員派遣の受入れに要する経費（地方自治法第252条の17 に基づく職員派遣）
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については、特別交付税措置が講じられている（罹災証明関係事務の応援経費についても特別交付税

措置）（特別交付税に関する省令第３条第１項第一号）。 

 

 7-5.受援対象業務 

   災害対策業務（又は非常時優先業務）のうち、次に掲げる業務については、他自

治体等から応援を受け入れて対応する。 

No. 業務等の名称 
所管部署 

対策部 対策班 課名 

1 住家被害認定調査 市民対策部 税務班 税務課 

2 罹災証明書の発行 総務対策部  総務課 

3 被災建築物応急危険度判定 
建設対策部 

市民対策部 

建築住宅班 

税務班 

建築住宅課 

税務課 

4 被災宅地危険度判定 建設対策部   

5 指定避難所の運営 福祉対策部 避難所管理班 保護課 

6 要配慮者への支援 

 

福祉対策部 

福祉対策部 

救護・防疫班 

福祉援護班 

高齢者福祉班 

健康増進課 

福祉政策課 

高齢者福祉課 

7 
健康・保健活動（保健師・管理栄養

士等の派遣） 
 救護・防疫班 健康増進課 

8 物資集積拠点運営 福祉対策部 福祉援護班 福祉政策課 

9 応急給水 
地 方 公 営 企

業対策部 
水道班 水道課 

10 災害廃棄物処理 市民対策部 環境対策班 環境対策課 

11 道路等の応急復旧 
建設対策部 

農政対策部 

土木班 

農林振興班 

土木課 

農林水産課 

12 
上下水道施設の被害状況調査業

務と応急修繕 

地 方 公 営 企

業対策部 

水道班 

下水道班 

水道課 

下水道課 

13 災害廃棄物処理 市民対策部 環境対策班 環境対策課 

14 
防 疫 対策 （消毒 薬 、資機 材の供

給、消毒要員の派遣） 
 救護・防疫班 健康増進課 

15 災害用公営住宅等（補修修繕） 

建設対策部 

教育対策部 

総務対策部 

建築住宅班 

総務班 

 

建築住宅課 

教育総務課 

PJ推進課 

16 
応急仮設住宅（設置戸数の調整、

用地選定、建設など） 
建設対策部 建築住宅班 建築住宅課 

17 
応急仮設住宅・災害用公営住宅等

の申込受付・入居手続き 

建設対策部 

教育対策部 

総務対策部 

建築住宅班 

総務班 

 

建築住宅課 

教育総務課 

PJ推進課 

18 
災害ボランティア運営（派遣要請・

受入配置） 

福祉対策部 福祉援護班 福祉政策課 

※主は「社会福祉協議会」 
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８．業務資源の受入れ 

 8-1.業務資源の応援の基本的な枠組みと主体 

   基本的な物的資源に関する応援・受援の枠組みと流れは、次の図・表のとおりで

ある。物資の受入れにあたって重要なことは、次のとおりである。 

① 不必要な物資の受入れを抑制すること 

② 効率的な物流機能を整備すること 

③ 適正な在庫管理を行うこと 

④相互連携の強化を行うこと 

また、どれだけの物資が被災地に入っているのか、それらの過不足はどのような

状態か、物的資源の「状況把握・とりまとめ」が常に必要である。 

枠組み 応援内容 

本市による 

物資の確保 

本市の備蓄物資の提供・配送 

物的資源ニーズに基づく確保（発注） 

都道府県による

提供・支援 

協定に基づく地方公共団体、企業等からの備蓄物資の配送・提供  

協定に基づく企業・団体等からの物資の確保 

被災地の物的資源ニーズに基づく確保（発注） 

国等による提供 国等からのプッシュ型の物資支援 

その他 事前に協定を結んでいない主体からの物資支援 

 

 
図５. 応援要請と応援・受援の関係[物的支援] 

※参考／地⽅公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン（平成29年３月  内閣府（防災担当）） 
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8-2.業務資源の確保 

   災害時に業務を実施するためには、次の２つ観点から業務資源を確保する必要

がある。 

（１）「全庁共通」の業務資源 

役所の機能を確保するための非常用電力、通信手段など 

（２）「受援対象業務ごと」の業務資源 

避難所運営や住家被害認定調査などの受援対象業務ごとに必要な資機 

材等 

 

   発災時に業務資源を確保するため、受援対象の主な業務資源を次のとおり整

理する。特に「全庁共通」の業務資源は受援班が調達することとし、「受援対象業

務ごと」の業務資源をはじめその他の業務資源は、各対策部において調達するこ

とを基本とする。 

 

区 分 分 類 業務資源 

全庁共通 

電 力 

燃料 

電源車 

非常用発電機（追加分） 

通信手段 衛星電話（追加分） 

受援対象 

業務ごと 

1.住家被害認定調査 判定ステッカー 

3.被災建築物 

応急危険度判定 
判定ステッカー 

4.被災宅地 

危険度判定 
判定ステッカー 

5.指定避難所の運営 

段ボールベッド（追加分） 

間仕切り（追加分） 

扇風機 

7.健康・保健活動 

（保健師・管理栄養士等の派遣）  

医療器具 

薬剤 

8.物資集積拠点運営 ブルーシート 

9.応急給水 給水車 

13.災害廃棄物処理 用地（災害廃棄物の仮置場） 

14.防疫対策 （消毒液、資機材

の提供、消毒要員の派遣）  

消毒液 

散布機材 

16.応急仮設住宅 （設置戸数

の調整、用地選定、建設など） 

用地（応急仮設住宅の建設用地） 

プレハブ住宅 

民間賃貸住宅（みなし仮設住宅） 
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 8-3.災害時の応援協定 

No .  種別 

   

協定名称 

締結（最新更

新）年月日  

（）は当初締結日  

相手先 

()内は継承前  

内容 人的  物的  その他  

1  ● ● 
● 

(施設 ) 

鹿 児 島 県 及

び県 内 市 町

村 間 の 災 害

時 相 互 応 援

協定  

H19.6.27 

鹿 児 島 県

及 び 県 内

市町村  

【人 的 】救 護及び応 急措

置に必要な医療職、技術

職等職員  

【 物 的 】 ア ． 食 料 、 飲 料

水 、生 活必 需 品 イ．応 急

復 旧 等 に必 要 な資 機 材

ウ．救助活動に必要な車

両、船艇等  

【その他 】ア．一時収容施

設イ．ごみ・し尿処理のた

めの施設・車両等  

2  ●   

大 規 模 災 害

に お け る 対

策 に 関 す る

協定書  

H19.7.10 
奄 美 市 健

友会  

ア．公共土木施設の災害

情 報 並 びに被 害 状 況 の

調査及び収集又は報告  

イ．公共 土木 施設からの

障 害 物 の除 去 又 は応 急

の復旧  

3        ※欠番  

4  ●   

鹿 児 島 県 消

防 相 互 応 援

協定  

H30.12.20 

(H18. 10. 25)  

県 内 市 町

村  

対 象 災 害 時 における応

援隊の派遣  

5  ●   

大 島 地 区 消

防 組 合 管 内

消 防 相 互 応

援協定  

H18.9.1  

大 島 地 区

消 防 組 合

管 内 消 防

署  

災 害 時 における応 援 派

遣  

6   ●  

災 害 時 に お

け る 応 急 生

活 物 資 （ LP

ガス等 ）の供

給 に 関 す る

協定  

H20.9.1  

鹿 児 島 県

LP ガ ス 協

会 奄 美 支

部  

災 害 時 における LPガス

等の供給要請  

7  △   

災 害 時 に お

け る 電 力 復

旧 に 関 す る

協定  

R3.4.23 

(H21. 3.1 2)  

九 州 電 力

送 配 電

（ 株 ） 奄 美

配 電 事 業

所  

電 力 復 旧 に関 する応 援

要請（九電→奄美市） 

8    
● 

（情 報 ）  

災 害 時 の放

送 に 関 す る

協定  

H21.5.1  
NPO 法 人

ディ！ 

災害放送、緊急放送の運

用  

9   ●  

災 害 時 に お

け る 支 援 物

資 の 供 給 に

関する協定  

H27.9.28 

(H21. 4.1 )  

イ オ ン ス ト

ア 九 州

（株） 

（ （ 株 ） ダ イ エ

ー） 

食 料 品 、 衣 料 品 、 寝 具

類 、食 器 類 、日 用 品 、そ

の他 保 有 物 資 の優 先 提

供及び運搬  

10  ●   

災 害 時 に お

け る 小 型 漁

船 に よ る 人

命 救 助 及 び

物 資 等 の緊

急 輸 送 に 関

する協定  

H23.10.20 
名 瀬 漁 業

協同組合  

ア．孤立集落への物資の

輸送イ．人的被害発生時

の緊 急 搬 送 及 び人 的 輸

送  

11  ●   

災 害 時 に お

け る 小 型 漁

船 に よ る 人

H23.10.20 
奄 美 漁 業

協同組合  

ア．孤立集落への物資の

輸送イ．人的被害発生時

の緊 急 搬 送 及 び人 的 輸
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命 救 助 及 び

物 資 等 の緊

急 輸 送 に 関

する協定  

送  

12    
● 

(施設 ) 

災 害 時 に お

け る 福 祉 避

難 所 の 設 置

運 営 に 関 す

る協定  

H23.10.20 

（ 福 ) 聖 隷

福 祉 事 業

団  

「特 別養護老人ホーム佳

南園 」における福祉避難

所の設置運営  

13    
● 

(施設 )  

災 害 時 に お

け る 福 祉 避

難 所 の 設 置

運 営 に 関 す

る協定  

H23.10.20 
（ 社 ） 大 島

郡医師会  

「大 島郡医 師会病院 」及

び「介護老人保健施設虹

の丘 」における福祉 避難

所の設置運営  

14    
● 

(施設 )  

津 波 発 生 時

に お け る 緊

急 避 難 場 所

と し て の 使

用 に 関 す る

協定  

H24.3.16 

（ 福 ） 鹿 児

島 愛 心 会

笠利病院  

「笠 利 病 院 」 における一

時避難場所の提供  

15    
● 

(施設 )  

津 波 発 生 時

に お け る 緊

急 避 難 場 所

と し て の 使

用 に 関 す る

協定  

H24.3.16 

（ 医 ） 徳 洲

会 名 瀬 徳

洲会病院  

「名 瀬 徳 洲 会 病 院 」にお

ける一 時 避 難 場 所 の提

供  

16    
● 

(施設 )  

津 波 発 生 時

に お け る 緊

急 避 難 場 所

と し て の 使

用 に 関 す る

協定  

H24.3.16 
（ 株 ） 大 久

保商事  

「グランセ末広ビル」にお

ける一 時 避 難 場 所 の提

供  

17    
● 

(施設 )  

津 波 発 生 時

に お け る 緊

急 避 難 場 所

と し て の 使

用 に 関 す る

協定  

H24.3.16 
（ 社 ） 大 島

郡医師会  

「大 島郡医 師会病院 」及

び「介護老人保健施設虹

の丘 」における一時 避難

場所の提供  

18    
● 

(施設 )  

津 波 発 生 時

に お け る 緊

急 避 難 場 所

と し て の 使

用 に 関 す る

協定  

H24.3.16 
里 見 海 運

産業（株 ） 

「里 見海運産業㈱第 ３ビ

ル」における一時避 難場

所の提供  

19    
● 

(施設 )  

津 波 発 生 時

に お け る 緊

急 避 難 場 所

と し て の 使

用 に 関 す る

協定  

H28.11.1  

（H24.3 .16）  

（ 学 ） 日 章

学園  

（ （ 学 ） 医 翔 学

園 ）  

「 奄 美 看 護 福 祉 専 門 学

校 」における一時避難場

所の提供  

20    
● 

(施設 )  

津 波 発 生 時

に お け る 緊

急 避 難 場 所

と し て の 使

用 に 関 す る

協定  

H24.3.16 

（有 ）アドヴ

ァ ンス ラン

ド 

「ホテルウエストコート奄

美 」における一時避難場

所の提供  

21    
● 

(施設 )  

津 波 発 生 時

に お け る 緊

急 避 難 場 所

と し て の 使

H24.3.16 
エ コ ー

AMAMI 

「 エコーAMAMI 」におけ

る一時避難場所の提供  
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用 に 関 す る

協定  

22    
● 

(施設 )  

災 害 時 に お

け る 避 難 所

と し て の 使

用 に 関 す る

協定  

H24.3.16 
（ 福 ） 蒼 寿

会  

「養 護 老 人 ホームなぎさ

園 」における避難 所の提

供  

23    
● 

(施設 )  

災 害 時 に お

け る 避 難 所

と し て の 使

用 に 関 す る

協定  

H24.3.29 

国 立 療 養

所 奄 美 和

光園  

「 国 立 療 養 所 奄 美 和 光

園 」における避難 所の提

供  

24  ●   

奄 美 大 島 に

お け る 大 規

模 な災 害 時

の 応 援 に 関

する協定  

H24.8.20 

国 土 交 通

省 九 州 地

方 整 備 局

及び島内４

町村  

ア．所管施設の被害状況

の把握イ．情報連絡網の

構築ウ．現地情報連絡員

（リエゾン）の派 遣 エ ．災

害応急措置  

25  ●   

大 規 模 災 害

に お け る 対

策 に 関 す る

協定  

H25.3.29 

奄 美 市 管

工 事 協 同

組合  

公 共 建 築 物 （管 工 事 関

係）における応急対策  

26  ●   

大 規 模 災 害

に お け る 対

策 に 関 す る

協定  

H25.3.29 
奄 美 市 建

築協友会  

公 共 建 築 施 設 における

応急対策  

27    
● 

(施設 )  

災 害 時 に お

け る 避 難 所

と し て の 使

用 に 関 す る

協定  

H25.11.1  
（ 福 ） 恵 寧

会  

「特 別養護老人ホーム住

用の園 」における避難所

の提供  

28    
● 

(施設 )  

災 害 時 に お

け る 福 祉 避

難 所 の 設 置

運 営 に 関 す

る協定  

H28.3.15 

障 害 者 支

援 施 設 愛

の浜園  

「障害者支援施設愛の浜

園 」における福祉避難所

の設置運営  

29   ●  

特 設 公 衆 電

話の設置・利

用 に 関 す る

協定  

H28.7.12 

西 日 本 電

信 電 話

（ 株 ） 鹿 児

島支店  

災 害 発 生 時 における特

設 公 衆 電 話 の設 置 及 び

利用・管理  

30  ● ●  

災 害 時 に お

け る 電 気 設

備 等 の 応 急

対 策 に 関 す

る協定  

R元 .6.24 

(H28 .11. 8)  

奄 美 電 気

工 事 業 協

同組合  

（ 大 島 電 気 工

事 業 協 同 組

合 ）  

ア．公共施設等の電気設

備 等 に関 する被 害 状 況

の調査及び点検イ．公共

施 設 等 における電 気 設

備 等 の応 急 復 旧 及 び災

害対策用資機材の提供  

31  ● ●  

災 害 発 生 時

に お け る 奄

美 市 と 奄 美

市 内 郵 便 局

の 協 力 に 関

する協定  

H28.12.1  

日 本 郵 便

（ 株 ） 名 瀬

郵便局  

【人 的 】ア．郵 便 局 ネット

ワークを活用した広報活

動 イ．避 難 先 リスト等 の

情報の相互提供ウ．郵便

配 達 中 に発 見 した道 路

等の損傷状況  

【物的】緊急車両としての

車両の提供（条件あり） 

32        ※欠番  

33     

災 害 時 に お

け る 飲 料 水

の 提 供 に 関

する協定  

H27.10.13 
（ 株 ）ラ ・ム

ール 
飲料水の優先的な提供  

34   ●  災 害 時 に お H27.10.13 吉 田 商 事 飲料水の優先的な提供  
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け る 飲 料 水

の 提 供 に 関

する協定  

（株） 

35   ●  

災 害 時 に お

け る 支 援 物

資 の 供 給 に

関する協定  

H30.6.14 （株）大和  飲料水の優先的な提供  

36   ●  

災 害 時 に お

け る 支 援 物

資 の 供 給 に

関する協定  

H30.6.14 
（株 ）グリー

ンストア 

食料品 、食器類 、日用品

の優先供給  

37    
● 

(施設 )  

災 害 発 生 時

に お け る 相

互 協 力 に 関

する協定  

H31.3.22 
鹿 児 島 刑

務所  

「大 島 拘 置 支 所 」におけ

る避難所の提供  

38    
● 

（情 報 ）  

災 害 に か か

る情 報 発 信

等 に 関 す る

協定  

R2.6.1  ヤフー（株 ） 

ア ．奄 美 市 ＨＰの災 害 時

負 荷 軽 減 イウエオ．防 災

情報 、緊急情報 、被害状

況等その他情報の周知  

39    
● 

（情 報 ）  

防災パートナ

ーシップに関

する協定  

R4.9.29 
（ 株 ） 南 日

本放送  

緊急放送 、データ放送及

びアプリによる災害情報

発信  

40  ●   

風 倒 木 被 害

を 未 然 に 防

止 す る た め

の事 前 伐 採

に 関 す る 協

定  

R5.6.28 

九 州 電 力

送 配 電

（株） 

配 電 線 の被 害 を事 前 に

防止するための事前伐採

箇所の選定及び実施  

41    
△ 

(施設 ) 

奄 美 市 備 蓄

倉 庫 の 使 用

に 関 す る 覚

書  

R5.4.25 
（株 ）グリー

ンストア 

流通業者により、支援物

資を備蓄倉庫へ保管  

42  △ △  

「防災拠点の

設 置 お よ び

災 害 時 相 互

支 援 体 制 構

築事業」の実

施 に 関 す る

協定  

R6.2.7 
（公財 ）B＆

G財団  

ア．常時からの他自治体

との相 互 支 援 体 制 構 築

及び連携促進 イウ．災害

発 生 時 の緊 急 支 援 や復

旧・復興時の物的及び人

的 支 援 又 は配 備 機 材 の

貸出  

43    
△ 

（施 設 ）  

災 害 時 に お

けるペット同

室 避 難 に 関

する協定  

R6.5.14 

奄 美 大 島

ペット防 災

の会  

災害 時におけるペット同

室避難に関しての使用施

設、管理運営  

※「No.」は総務課防災危機管理室（R６年度時点）が管理する番号。協定解消等により「欠番」あり。 

※表中「△」は本市が応援を受けるものではない。 


